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　明けましておめでとうございます。
　昨年は、歳も押し迫った中、衆議院議員総選挙が
行われ、少子高齢化社会に対応する社会保障制度改
革問題、消費税増税問題、原子力発電の続廃問題を
含めたエネルギー政策の在り方、TPP問題、東日本
大震災の復興支援問題等の争点をめぐり、国民の厳
粛な審判が下りました。
　「法の作り手」である国会議員の先生方には、そ
の結果を厳粛に受け止めていただき、党派を超えて
100年後の歴史家の評価にたえうる見事なお取り組
みを切に願うものであります。
　「法の担い手」であるわれわれ弁護士も「公共性
の空間」を支える立場から民意の実現のため、全力
を尽くさなければなりません。
　弁政連は、今年も東日本大震災後の復興支援活動
のさらなる充実や、法曹人口問題、法曹養成制度の
改革問題等、司法がかかえる問題についての日弁連
執行部の活動を支え、全力を尽くす決意であります。
会員の皆様におかれましては、尚一層のご協力とご
支援を賜りますようお願い申し上げ、年頭のご挨拶
とさせていただきます。

　新年のご挨拶を申し上げます。
　昨年は、年末に再度の政権交代があり、慌ただし
い空気の中の年越しとなりました。私としましても、
史上初の再選挙を経ての日弁連会長就任ということ
で、激動の １年でしたが、執行部一丸となって、難
局にある会務運営に取り組んでまいりました。
　弁政連主催の各政党との朝食会では、災害復興問
題や法曹養成問題、取調べの可視化をはじめとする
刑事司法改革問題などを中心に、多くの課題につい
て意見交換させていただき、ご理解を求めてきまし
た。
　新たな政権の枠組みの中で、日弁連としての主張
をどこまで受け容れてもらえるかは改めて努力して
いかなければならない場面もあろうかと思います
が、弁政連の皆さまのご協力を得ながら、着実に課
題を実現できるように、邁進していきたいと存じま
す。
　また、昨今、弁護士不祥事が相次いで発覚してい
ることについては強い危機感を持って、弁護士の信
頼回復のために、弁護士倫理や職務規範の徹底を改
めて求めていく所存です。
　新たな時代を見据えて、未来志向で困難な時代へ
の対処に向けて、一層のご協力、ご支援をお願い申
し上げ、新年の挨拶とさせていただきます。
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〈はじめに〉

【出井幹事長】　本日はお忙しいところ、お集まりい
ただきましてありがとうございます。まずは自己紹
介も兼ねて、ご自分がどのような業務をやられてい
るのか、中小企業の海外展開についてどういった取
り組みを行っているのか、簡単にご説明をお願いい
たします。

【武藤氏】　44期の武藤です。私は登録をしましてか
ら渉外専門といわれる事務所に入りまして、これま
で国際取引、国際紛争といった渉外業務を中心に
やってきております。かつては外資系企業が日本に
進出するときのサポート業務が多かったのですが、
最近では日本企業が海外に出る、または海外でトラ
ブルに遭う、あるいは国内の取引や紛争に関連して
海外でも関連案件や派生的な問題が生じる、そう
いったいわゆるアウトバウンドと呼ばれる業務がか
なりの部分を占めるようになってきまして、私自身
が海外に行く機会も増えて参りました。そういった
中で、中小企業の海外展開支援という話を日弁連の
方でいただきまして、現在「中小企業の海外展開業
務の法的支援に関するワーキンググループ」の座長
を務めさせていただいております。

【生田氏】　63期の生田です。私は「国際法律業務の
発展及び在り方に関する検討ワーキンググループ」
というところでお手伝いさせていただいておりま
す。期は63期なのですけども、もともとフランスの
弁護士としてベーカー＆マッケンジーのパリオフィ
スにいました。その後いろいろあって他の事務所に
移り、ベトナムに駐在に行ったり、その後だんだん
英語の案件が増えてフランス語と日本語しかできな
いことに困ってアメリカに留学し、アメリカの事務
所に入らせてもらいました。ただその後テロもあっ
て全体の仕事量ががっくり減り、東京の方が仕事が
忙しくて勉強になるよといわれて東京へ帰って参り
ました。そしてそれからしばらく外弁登録をしてお
りまして、その中でロースクールができて、やって
みてはどうかということになりロースクールに入っ
て日本の弁護士になりました。フランスにいた頃は
一般民事もやっていました。というのも日本人絡み
の仕事は全部来てしまうので、日本人の方が交通事
故に遭えば交通事故の仕事もするし、日本の会社が
フランスの会社とジョイントベンチャーをつくりた
いといえばそれもやるという何でもありの世界です
ごく面白かったです。日本に帰ってきてからは、い
ろんな先生から色々と教わりながら仕事をしています。

武藤　佳昭会員
東京弁護士会所属
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『中小企業の海外展開』を
支援する弁護士の活動

司　　会　出井直樹　本部幹事長
　　　　　柳楽久司　本誌編集長
　　　　　小川晃司　広報 ( 委 ) 副委員長
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【藤本氏】　54期の藤本一郎です。弁護士になってか
らずっと大阪弁護士会に所属しております。留学ま
での 3 年 8 カ月ぐらいは完全に国内業務しかしてお
りませんでした。ただ、私も縁あってアメリカと中
国に留学させていただきましたので、その中でいわ
ゆる渉外業務の面白さというのに気付いたのと、途
中いろいろありまして中国に行くことになったとき
に、この中国業務についての潜在的な魅力にすごく
取り憑かれまして、帰国してから新たに日本のクラ
イアント向けに渉外業務を始めました。現在はだい
たい売上ベースで 7 割ぐらいが外国法、外国語又は
外国当事者が絡む広義の渉外事件になっていると思
います。あと、大阪弁護士会で法曹養成に関する支
援の仕事をさせていただいていたので、そのご縁も
あって 3 つの法科大学院で渉外業務と国内の会社法
を教えたりしております。

【吉崎氏】　吉崎 猛と申します。私も期が54期で、
もともと渉外事務所におりましたが、現在は同じ期
の弁護士を中心にパートナーシップで事務所を運営
しています。クライアントはほとんど中小企業で、
東京とその周辺だけでなく地方の企業からも依頼い
ただいています。海外案件で業務の 7 ～ 8 割と思
いますが、私のクライアントは、海外案件で自社に
合った契約を作成したり、相手方が送ってきたドラ
フトを自社に有利になるように検討するといったこ
とを社内でやれていなかったので、そういうところ
で弁護士が合理的な費用でやってくれるということ
で依頼いただいています。ですので、訴訟や契約マ
ターだけでなく、相手方との取引に関する文書の和
訳・英訳や国際取引法務のよろず相談的な対応もし
ております。また、中小企業さんの取引先や進出先
は多岐にわたりますが、やはりアジアが多いです。

【土森氏】　土森（つちもり）俊秀と申します。私も
54期です。私は弁護士登録時より、国内案件・渉外
案件両方を扱う事務所に 8 年半ほどアソシエイトと
して勤務しておりました。顧問先の上場企業の法務
部からくる案件をとにかく何でもやるという事務所
でしたので、会社法、金融商品取引法、M&A、会
社関係訴訟などの仕事を多く扱いましたが、国際取
引も相当数担当させていただき、アメリカのロース
クールにも １ 年間留学させていただきました。現在
の事務所に参画したのを機に弁護士会の仕事にもか
なり関わることになり、 2 年ほど前から、日弁連の
中小企業法律支援センター（中小センター）の委員
をしております。中小センターで活動していく中で、
中小企業が海外展開で非常に困っているという話を

多く聞くようになってきまして、中小企業の海外展
開支援問題というのに真剣に取り組む動きとなり、
中小センター内に国際支援部会を平成23年の 8 月に
立ち上げました。その後、武藤先生の外弁委員会や
知財センターといった日弁連内の他の委員会と協働
していく形で、平成24年 １ 月に武藤先生から紹介が
ありました、中小企業の海外展開業務の法的支援に
関するワーキンググループが発足しました。私は現
在そのワーキンググループで、弁護士紹介事業担当
の副座長を務めております。

【柳楽編集長】　弁政連ニュース編集長の柳楽です。
二弁の54期です。今日は54期の方が非常に多いです
ね。皆さんの華々しいキャリアのお話を聞いていて
非常に肩身が狭くなる思いをしているんですが、私
は典型的な町弁のドメスティック事務所です。国内
と海外で違いはもちろんあるんでしょうけども、あ
る部分で共通している部分もあるんじゃないかなと
いうような目線でお話に参加させていただければと
思います。

【小川広報委員会副
委員長】　同じく弁
政連の広報委員会の
副委員長をしており
ます54期の小川と申
します。吉崎さんと
は同じ事務所でパー
トナーをやっており
ます。私も柳楽さん
と同じように完全な
ドメスティックな事
務をやっているのですが、どうしても取引先関係で
生産拠点を海外に移さざるを得ないというケースが
多数あり、実際ベトナムやタイ、フィリピンなど、
営業所や生産拠点を作るという形でのご相談が増え
てきて、たとえ国内プロパーでやっている弁護士と
しても今後はそういう問題は日常的に出てくるのか
なと。それを「私は海外の話はわらかない」という
ようではこれからお客さんのニーズに応えられない
という実感を日々持っております。

【出井幹事長】　幹事長の出井です。期は40期です。
私の仕事の関係は武藤さんと同じような、いわゆる
渉外の事務所です。弁護士会の関係では日弁連の中
小企業法律支援センターの設立の頃に関わっており
ます。今日のテーマは、まさに国際業務、それから
中小企業ということで私自身も興味深く参加させて
いただきたいと思っております。
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座談会

〈中小企業の海外展開支援に弁護士が関わ
ることの意義〉

【出井幹事長】　それではまず、日本経済の国際化の
進展と弁護士業務ということで、その中で中小企業
への、特にアジアへの展開に弁護士が関与すること
の意義、また海外へ進出している企業への弁護士の
支援の実情、その場合に目指すべき弁護士の支援と
はどういうものか、その辺りの総論をそれぞれお聞
かせいただきたいと思います。

【吉崎氏】　特に地方の中小企業さんのこれまでの現
状を聞いていると、例えば、地元の融資銀行に国際
契約の相談をしてボランティアベースでみてもらっ
ていたところもあり、また、取引の成立を優先する
あまり、ほとんどノーチェックで相手方が提示する
英文契約にサインして、取引が始まっていろいろ不
利な面が分かって困ったということもありました。
そこに日本の弁護士が関与することで、リスクを軽
減できる面は大いにあります。また、アジアに進出
するのは欧米の取引とは違って、国内取引に近い感
覚で進めてしまう面がありますが、実際に起こって
いる紛争を見ていてそれではいけないと感じます。

【藤本氏】　現地の弁護士さんを使っている会社もあ
るし、使わずに合弁で相手方の言うがままにやって
いるところもありますが、現地のことを日本語でア
ドバイスでき、現地の言葉を使って現地とも折衝が
できるというところに我々の存在意義があると思い
ます。大企業であれば法務部とか海外事業部がきち
んとやるべき仕事を中小企業ではなかなか全部でき
ないので外注として我々が担ってその会社に恩恵を
返すという意味で、フィー以上の仕事をさせてもら
えていると思います。

【出井幹事長】　企業が海外に出ていくときどうして
も専門家のアドバイスは必要になります。大企業だ
と直接現地の弁護士を使ったりできる企業が多いの
ですが、中小企業になると自分で弁護士を使ってい
くことが難しいので、そこに少なくともインター
フェースとしては日本の弁護士が、かつ日本語でア
ドバイスしてくれるのは非常に大きな価値がある
と、私も日々の仕事を通じて感じているところです。
それでは生田さん。

【生田氏】　以前、ヨーロッパに関してやっていた仕
事というのは、大きな仕事もあれば小さい仕事もあ
りました。当時、EUになる、ヨーロッパが １ つに
なるということで我先に日本企業がとりあえず進出
ということがあり、私どもは現地にいたものですか

ら現地でサポートさせていただいておりました。そ
れは海外にいてサポートしていたので、日本にいて
サポートするのとはちょっと違うのかなと考えてい
ます。日本にいながらもしくは日本からの発信でど
うやってサポートしていけるのか、これから考えて
いかないといけない課題ではないかと思います。

【出井幹事長】　そうですね。弁護士のサポートにも
いろいろなやり方があって、日本にいて本社に身近
なところでアドバイスをするというやり方もあれ
ば、海外の出先にいってアドバイスをするやり方も
あるでしょうね。では土森さん。

【土森氏】　中小企業がどうやってアジアに進出して
いるかにつきいろいろな方に聞いてみますと、必ず
しもジェトロや中小機構のサポートを受けているの
ではなく、現地に詳しいコンサルタントの伝手を
使っていることが結構多いらしいということでし
た。しかし、コンサルタントの方は、販路開拓や、
現地でのネットワークは強かったとしても、契約上
のリスクについてまではアドバイスできていないよ
うです。特に合弁契約などは、非常に気をつけなけ
ればならないのに、合弁相手に有利な契約書にその
ままサインしたりしている。合弁契約の中である程
度手当をしないと現地の法規制上撤退が非常に困難
になったり、財産を全部置いて出ていかなければい
けない状態になったりしてしまうにもかかわらず、
手当がなされていない。いざトラブルになってから
初めてわかるようなことが後回しになった上で海外
進出しているという印象を持ちました。特に中小企
業が出ていくときには弁護士等の法務のプロがどこ
にも関与していないので、ビジネスのスキームとし
て本当にこれで大丈夫なのか、コアとなる技術が守
られるか、そもそもお金を払ってもらえるのか、と
いった辺りはノーチェックになっているという実態
がかなりあるのではないかと。国内であれば失敗し
てからでも痛い勉強料だったと済むのが、海外だと
トラブルになった場
合にかかるコストは
国内の比ではなく、
痛い勉強料では済ま
ず、会社の根幹をゆ
るがしかねません。
トラブルを事前に防
止することが国内の
場合にも増して非常
に重要であり、弁護
士が関与してチェッ
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クすることを海外進出のプロセスの中に入れていか
なければならないと強く感じています。

【武藤氏】　中小企業の海外展開に弁護士が関与する
ということには、「日本の弁護士がなぜ関与する必
要があるんだ」という点と、「現地の専門家を関与
させる必要はないのか」といった 2 つの局面がある
と思います。ただ、実際には現地の専門家も日本の
弁護士もいずれも関与していないというケースが結
構多いようで、そこは一番危険です。では日本の弁
護士には何ができるのかというと、現地の法律を
知っているかというと正直それは限られた知識しか
ないんですね。だから現地の専門家に匹敵するよう
な現地法のアドバイスをするということは、なかな
かそう簡単にはできない。ただ、中小企業さんのサ
ポートに向けた業務の裾野を広げるためには、もう
１ つの役割として、弁護士としてのコモンセンスに
基づいて、現地から来る情報の分析、それを踏まえ
たリスクの見極めと予防策についてアドバイスをす
ることが、非常に大きな役割ではないかと思います。
リスクの程度を見極めることで、これはお金をかけ
てまで調査するべきだ、あるいは現地の弁護士を雇
うべきだ、もしくは日本にいる現地に詳しい先生の
ところに行くべきだというふうになるのか、そこま
ではいかないけれど話を進めるときはこういう点に
注意しなさいといった助言にとどめるのか、それと
もちょっと進めてみてもしも危なそうなことがあっ
たら改めて相談にきなさいという風にするのか、そ
ういった振り分けをすることで、効率よくコストを
抑えつつ大事なリスクはきちんとコントロールして
いくことができます。そういうリスクの見極めをし
てその危険を予防するために今は何をすべきかの優
先順位をつけることが、日本の弁護士が果たすべき
大きな役割だという気がします。こうして日本の弁
護士が関与することで中小企業が大怪我をするケー
スを減らし、事後の対応や損失処理のために無駄な
コストをかける必要も無くすという 2 つのメリット
があると思っております。

【出井幹事長】　私も仕事で皆さんと同じようなこと
をしているわけですが、やはり現地の弁護士だけと
いうのは大企業でも結構危ないことがあります。現
地の弁護士といっても、日本と現地とで同じような
レベルの弁護士がいるとは限らないし、依頼者のた
めに本当にやってくれるのかどうかを見極めて、か
つリーズナブルなコストでやってもらわなければい
けない。そこをコントロールできるのは同じプロ
フェッショナルの弁護士であると思います。たとえ

ば、合弁契約の交渉をしていても許認可の条項があ
りますよね。許認可も現地政府はこういう条件じゃ
ないと駄目だと現地の弁護士が言ったりするわけで
すけど、しかしそれが本当にそうなのか。そこは我々
のリーガルマインドでスクリーニングをかけて、現
地の弁護士が本当に海外の依頼者のためにやってく
れているのかというところもきちんと見極める。そ
れが日本の弁護士の役割だと私も思いつつ仕事をし
ていました。

〈弁護士の渉外業務を取り巻く環境〉

【出井幹事長】　次
に、日本の弁護士が
国際分野にどのよう
に関わっていくか、
渉外弁護士を取り巻
く環境をどのように
見ておられるのか、
あるいは弁護士の国
際的な業務への関わ
り方をどのように見
ておられるか、その
辺り視点を広げてお聞きしたいと思います。

【武藤氏】　まず日本の渉外弁護士による海外業務に
対する期待、要求というのが高まっていることは間
違いありません。ただ、期待が高まるということは、�
良い面ではもちろん仕事が増えるということがある
んですけども、別の面でいうと明らかに仕事のクオ
リティや予算的なことへの要求レベルも上がるんで
すね。例えばもっと詳しいことが知りたい。あるい
はもっと効率的に知りたい。あるいはもっとうちの
会社に役立つように知りたい。これは中小企業であ
れ大企業であれ変わりはないと思います。法律を調
べて分析して解釈論を述べればよいということでは
なくて、「我が社が次にこういうことをしたいので
そのために役立つアドバイスをしてくれ」という視
点が、特に渉外という場面では強いのかなという気
がしています。それから専門化という面でいうと、
おそらく大きくいうと 3 つの専門化があって、 1 つ
は法律業務という面での、M＆Aとかファイナンス
とか紛争処理といった業務分野ごとの専門性です
ね。顧問先の依頼には何でも答えるというジェネラ
リストだけではなく、何か １ つそういった特別の分
野について深い知識と経験を持った弁護士が必要と
される、そういう取扱分野の専門性への要求があり
ます。 2 つ目が地理的・地域的な専門化です。米国、
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中国、ベトナム、タイ、インドネシアといった一定
の国々、あるいはアジアや中近東といった一定の地
域に詳しい弁護士という意味です。今は米国と中国
の専門家はかなりいますが、日本企業の海外展開が
進むにつれて欧米や中国以外への進出も増えていく
でしょうから、それに応じて他の国々についての専
門家がより必要となってくる。したがって、そういっ
た国に留学したり、その国で実務経験を積んで日本
に帰ってきてからも現地の法律知識のアップデート
や現地弁護士とのネットワークを続けるような人材
を、一人一人や事務所ごとではなく弁護士業界が意
識的に育てていかないとニーズに応えられなくなり
かねない。先ほど出井幹事長がおっしゃったような
日本の弁護士を飛ばして直接現地に聞いてしまうと
いうことは、一面では弁護士業務の拡大を妨げてい
ることになるし、反面では依頼者にとっても不十分
なアドバイスしか受けられないという事態が起こり
かねないわけですので、そういった事態に応えるた
めにも、国ごとや地域ごとの専門化も進んでいるの
ではないかと思います。最後はあまりまだ意識され
ていないのですが、特に渉外業務においては依頼者�
の業界ごとの専門化への期待が非常に強いんです
ね。IT業界、自動車業界、流通業界、製薬業界といっ
た業界ごとに特殊な法律問題や慣行がある。日本国
内では社内ににその業界に詳しい法務がいるのであ
まり弁護士には聞いてこないのですが、海外のこと
となると、社内にいる専門の方が手に負えないので
やはり弁護士に聞いたり、現地の専門家に聞くとき
にその仲立ちとして日本の弁護士にも頼んでくるこ
とが非常に増えているように感じております。そう
した専門家への期待に応えていくためには、法律業
務ごとの専門知識、国ごとの知識、さらにビジネス
の各業界ごとの知識を弁護士の世界でも意識的に
培っていかないといけないのが、渉外弁護士を取り
巻く環境の中の １ つの局面だと思っております。

〈ネットワークの重要性〉

【生田氏】　武藤先生がおっしゃったことは、渉外だ
けじゃなくて国内でもいえることだと思っておりま
して、日本法だってどんどん複雑化していますしボ
リュームも増えていますから １ 人ではカバーしきれ 
ないと思うんですね。私も日本の会社が例えばヨー
ロッパに進出してくるにあたって彼らの要求を
１00％わかってあげられるようになりたくてフラン
スの弁護士になりアメリカの弁護士になり日本の弁
護士になったんです。ですけれども、結局私 1人で

できることは本当
に限られていて、い
ろんな先生方と一
緒にやるという形
でないと、到底この�
複雑に専門化の進
んだ社会で、様々な
会社の様々な要望
に、すべてきっちり�
対応することは無
理だと思います。そ�
の意味で専門を勉強される先生方がたくさん増え
て、その先生方をお互いに知って、こういう分野の
ときはあの先生にお願いしよう、とかいうことがで
きれば、それが日本の弁護士のみならず外国の弁護
士にも広がるというだけのことです。どの方と手を
結べば企業の要望や問題に応えられるのか、こちら
の方でももっと勉強していかなければいけないのか
なと思います。

【土森氏】　私は、国内の顧客が海外展開する際にそ
れをサポートする業務をよく扱っていますが、中小
企業の場合は社内に海外に詳しい人材がいないこと
が多く、また、国内取引の場合は法的リスクに関し
て顧問弁護士に気軽に相談できたけれど、海外取引
になると相談できる人がいないというのが実情では
ないでしょうか。でも本当は聞きたい。むしろ海外
取引の問題こそ、もっと気軽に法的リスクにつき相
談したいのだと思います。日本の中小企業も海外取
引とは無縁ではいられなくなりつつある中で、顧問
弁護士が「私は海外取引のことはわかりません」で
終わらせることでは済まなくなってきていると思い
ます。国内の弁護士が取り扱う業務の中に、海外取
引の分野がどんどん取り込まれてきており、基本的
な事項であれば自分で対応でき、必要があれば適切
な海外の弁護士を紹介できるということも顧問弁護
士に求められてきていると強く感じています。

【吉崎氏】　特に海外に子会社を設立する中小企業の
支援の実情を申し上げると、日本人のコンサルタン
トの方とか会計士さん、税理士さんが現地でサポー
トするなど、日本の弁護士より先行しています。日
本の弁護士が中小企業の海外展開の流れとつながり
きれていないのは確かです。日本で中小企業の海外
展開を支援する弁護士と接触する機会がそもそも少
ないこともあるでしょうし、費用が高いこともある
でしょうし、顧問弁護士が裁判でもない限り気軽に
相談する関係ではないというのも聞きます。要は、
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社長や海外展開の責任者と気持ちが通じて、この弁
護士は自社の現状ややりたいことをその方々の目線
で分かってくれているか、というところだと思うん
ですね。例えば、私のクライアントでも、社長になっ
たばかりで結果を出そうと海外進出しようとしてい
ますが、弁護士の視点からすると危ないという面が
たくさんあります。でも、法律はこうなっていて危
ないからやめた方がいいと言ってしまうとそれまで
なんですね。逆にいえば、社長としてはそれはよく
分かってるけど、このままやるとどのくらいリスク
が大きくて、リスクを最小限にするにはどうしたら
よいか、ということを求めているんですね。できる
だけやらせてあげる方向で弁護士が危険になりすぎ
ないようにサポートする、そういう姿勢も求められ
ると思います。

【柳楽編集長】　かなりコンサルタント的ですよね。
【吉崎氏】　コンサルタントに近い弁護士が求められ
ていると思います。それを行うためには専門的な法
律知識云々だけではなく、各国の動向や業界の動向
も広く知るべきですし、より大事なのは弁護士の中
小企業に対する積極的なマインド、姿勢に行きつく
感じはします。あと、先ほど生田先生もおっしゃっ
たように、現地の事情も専門化してますし、情報も
アップデートしないといけない中で、 1 人で対応す
ることは不可能です。ですので、日本の渉外弁護士
の仕事の中に海外案件の対応の「司令塔」的な役割
もあると思います。例えば、現地での紛争対応、国
際商標出願や海外子会社の就労規則の作成などは日
本の弁護士が主体的に関わるのは無理なので、現地
の弁護士や弁理士と協働して、日本の弁護士が中小
企業の要望に合う形で進めていくようなことです。
そのためには、中小企業のサポートに積極的で慣れ
ている海外の専門家とのネットワークをつくってお
かないと対応は難しいです。あと海外展開でのニー
ズは法律だけではありませんので、弁護士だけでな
く、弁理士、会計士、
税理士、コンサルタ
ントの方とのネット
ワークもつくってお
く必要があります。
また、地方で海外展
開を初めて行う企業
も多いのですが、例
えば、東京にいてあ
まり地方に行けない
私の立場からする

と、地方で企業法務をやっている弁護士と連携して
いくという方向ですね。そうすると、日本の弁護士
業界的にも、海外展開の眠っていた案件をもっと開
拓できるのではないかと、今やっていて非常に感じ
るところです。

〈他業種や外国事務所との競争〉

【出井幹事長】　藤本さんは法科大学院でも教えてお
られますね。今出てきたいろんなニーズに対応する
法曹を育てるにはどうしたらいいかということも含
めてお話いただけるとありがたいのですが。

【藤本氏】　私は特に吉崎先生に大変共感しておりま
して、要するに弁護士業界は遅れているという認識
に強く立つ必要があると思います。例えば、中国関
係ですと、大規模なコンサルの日系企業が現地にあ
ります。最初は経理・税務だけやっていたのですが、
次第に法務的なものにも関わるようになって東京に
も同じような会社を作っていて、いま従業員が200
名以上の大きなコンサル会社になっています。そう
いう他業種で先行している会社が、必要なときにだ
け日本の弁護士を使う。外国の法律事務所もそうで
す。例えば中国では１0年前、数千人規模の弁護士を
抱えている事務所なんてありませんでした。しかし
現在、3000人の弁護士を抱える事務所が現われてい
ます。しかもその事務所には日本語ができる中国人
がたくさんいる。日本の法律事務所は大きいところ
でも400人くらいで止まっていて、中国語ができる
日本人の弁護士はほとんどいません。つまりスピー
ド感においても、やっていることにおいても、この
ような外国弁護士を含めた隣接多業種との競争にさ
らされているという意識を持つ必要があります。こ
うしたコンサル会社や外国の法律事務所がやる仕事
の大半は、本当は日本の弁護士に相談するべきもの
です。その需要を彼らが奪っているのが現状ではな
いかと思います。その中でもなお勝ち残るために、
一言でいえば切磋琢磨すればいいのですけど、なに
も相手を潰す必要はなく、我々が窓口になって逆に
我々が主となって会計士さんやコンサルや外国弁護
士さんを上手く使えれば、こちらも彼らもそれぞれ
得意分野を発揮して生きていく道があると思います。
私は今 3 つの法科大学で教えているのですが、法律
だけではなく「世界で戦っていくんだ」という気持
ちを持った人材を育てたいと思っています。僕はそ
の気持ちをできるだけ早い段階で育てたいと思いな
がら法科大学院で教えています。

【武藤氏】　他業種との競争という観点で考えると
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き、弁護士の武器は訴訟紛争案件を扱えることと、
それを踏まえてリスクを発見して高いレベルのソ
リューションを提供できること、ということにある
と思います。また、もう一つ忘れてはいけないのが、
弁護士には高い職業倫理が課されているという点で
す。守秘義務とか利益相反避止義務などは他業種に
もあるところはあるのですが、一般のコンサルさん
には絶対にないところです。そこからくる信頼感を
本当はもう少し強調すべきなのかなと思います。米
国ですと弁護士は守秘義務もあるし利益相反しない
し、さらに弁護士に相談したことや弁護士と交わし
た資料は民事でも刑事でも証拠にできないという

「プリビリッジ（秘匿特権）」があるので、みんなま
ず相談にいく。税務でも会計でも紛争になると弁護
士を通していろいろな専門業種を使うというルート
が確立しているのです。日本は残念ながらまだプリ
ビリッジがない。プリビリッジを持つべきだという
意見は非常に日弁連では強いので、立法論として
やっていくべきではあると思います。それは依頼者
の利益にもなるし、最終的には公益にもなると思い
ます。ただ、まずは今すでにある倫理的な守秘義務
とか利益相反避止をきっちり守っていって、本当に
信頼されるようになって、大事なことは他業種では
なく弁護士のところに相談にいくという流れをつく
ることも重要なのではないかと思います。

【藤本氏】　今のお話で １ 点だけ申し上げると、ソ
リューションとして考えられる選択肢であっても、
絶対に採用してはいけないものがあります。例えば
アジアの場合、腐敗の問題とか裏取引など、まさに
倫理と密接に絡み合うわけですよ。そこで足を踏み
入れたくなる。こうやってお金をどこかへ払ったら
上手くいくと思っている人がいるわけですよね。そ
れから、我々はうまくいかなった場合の説明を、よ
り詳しくすることができると思う。例えば中国では 
法律によって紛争になった場合、関係者を国外に出 

させない措置があ
る。これは噂ベース 
でしか聞いたことは
ないのですが、今上
海には子会社の董事
長とか総経理をして
いた人で日本に帰れ
ない人が相当数いる
ようです。裁判所の
命令とか法律上の
ルールがあるんです

けれども、例えば債務名義を負ったまま払っていな
い、あるいは係争中の被告、その代表者・関係者で
あるという人は場合によっては国外に出られないと
いう命令を受けることがあります。こうしたトラブ
ルの対処の仕方を誤ったがために、その個人に降り
かかって帰れないとか、捕まるなど、現実に起こっ
ていることを我々は説得力を持って説明できると思
います。他方、「リスクがあるから駄目だ」という
だけではなくて、それなら他にどんなソリューショ
ンがあるのか、少なくとも示唆くらいはしてあげる
必要があると思います。コンサルさんや会計士さん
は何らかのソリューションを提案していると思うの
ですが、我々弁護士はどうしてもそこで法律の世界
を越えない人が多いように感じます。

【柳楽編集長】　今のお話ですが、これは別に海外案
件に限った話じゃないですよね。企業内弁護士にな
られた方と話しても思いますし、企業から求められ
ているのは、どうすればリスクを排除あるいは低減
して前に進められるかという部分の答えなんです。
私も、顧問先の企業から意見を求められたとき、「駄
目」と言うだけじゃなくて「こうすれば上手く行く
のでは」という方法を、法務の人だけではなく営業
の人と打ち合わせをしたりします。意見をそこで戦
わせる中で少し前に進めていくことは、海外に限ら
ず国内の企業法務でも弁護士が強く意識していけな
ければいけないことだと思います。弁護士は、どう
も自分たちのドメインにこだわって法律問題の殻か
ら出ようとしない傾向があるように思います。経営
は経営者が考えることであって数字は会計士、税理
士が考えることだといった感じで、どうも弁護士は
そこから出ようとしない人が多いと思います。そう
いうポジションだと、経営者が最初に相談してくれ
るような司令塔ポジションに立てないのです。経営
者がまず税理士に相談したくなるのは、数字のこと
がわかるからですね。あとコンサルに相談すること
もあります。その人たちが司令塔ポジションにいて、
必要なとき弁護士に振るという位置づけなのです。
しかしそれは少し勿体ない気がしていて、弁護士は
努力すれば本来そこの司令塔ポジションに立ちうる
スキルを持っていると思います。

【藤本氏】　アメリカのジェネラルカウンセルのあり
方がまさにそれに近いと思うんですけれども、我々
はなかなかそうしてこなかった歴史があります。た
だ海外に関していうと、いろんな意味で法務がより
拡張して、必ずしも純然たる法律じゃないところの
領域があり、そこを他業種の方に取られているので、
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逆に最初に相談してもらえるように安心を持って応
えれるようになりたいと思います。

【吉崎氏】　例えば、商標出願をするのは弁理士の
フィールドですが、弁護士も何らかの形で弁理士と
協働して商標登録ができた場合、そのあと現地代理
店にライセンスするということになると、代理店契
約やライセンス契約の相談が弁護士に来ます。なの
で、はじめから「商標出願はやってないので、弁理
士さんに相談してください」と遠ざけているとその
先の依頼も来ないと思うんですね。そこを、普段か
ら弁理士とネットワークを作っておいて、何らかの
形で関与することは重要だと思います。

【出井幹事長】　生田さんは何かありますか？
【生田氏】　EUになるときに日本の企業が我先にと
進出して潮が引くように撤退されたということがあ
りまして、そのときの撤退案件の中には「そもそも
なぜ進出してきたの？」というような案件や、ある
いは全く調査もせずにあまり良くないコンサルの方
などの口車に乗って原野を買わされて税金がやたら
と掛かって撤退したくても撤退できないという案件
がいっぱいありました。そうした経験からなぜ学ん
でいないのか私は信じられないのですけど、例えば、
騙されて裁判になるなどして、とても複雑なことに
なって初めて弁護士のところに来られるというの
は、少し違うと思うのです。その前から日本の弁護
士ができることが絶対にあるはずです。日本の企業
のことをきめ細かくわかってあげられるのは日本の
弁護士だけだと思います。日本語できちんと話すこ
とができて日本の企業の仕組みを全部わかっている
のは日本の弁護士だけじゃないですか。日本の企業
が海外に進出してきた時に、特にヨーロッパでは、
法律の仕組みは元々ヨーロッパのものですので彼ら
はどうやってこれを使えば良いかよく知っていま
す。彼らと対等にやれるようにしてあげられるのは
私たち日本の弁護士だけです。日本企業をサポート
し、守ってあげられる、ということをもっとアピー
ルして、私たちがおりますので、もっと世界で羽ば
たいてください、といえるような弁護士になりたい
と思っております。

〈中小企業の海外展開支援弁護士紹介制度〉

【出井幹事長】　武藤さんのワーキンググループが中
心になってつくられたものですが、「中小企業の海
外展開支援弁護士紹介制度」＊というものが発足し
ております。この制度について簡単にご説明いただ
けますでしょうか。

【土森氏】　この制度は、国際取引に豊富な経験を
持っている弁護士になかなかアクセスできない中小
企業の方に、海外展開支援弁護士を紹介するという
ものです。日弁連と提携している中小企業支援団体、
現在はジェトロ、東京商工会議所、日本政策金融公
庫になりますが、各団体のアドバイザーが日々中小
企業の方から海外展開について相談を受けている中
で、これは法律問題なので一度弁護士に話を聞いた
方がいいという場合にこの制度を中小企業の方に紹
介していただき、希望する中小企業の方に対して日
弁連が海外展開支援弁護士を紹介するという建て付
けになっています。本制度で対象とする業務内容は
大きく 3 つに分けられます。 １ つは、海外展開に伴
う現地でのトラブルや法的リスクの予防、対処法な
どの一般的な予防法務。 2 番目としては、海外企業
との取引等のための契約書を作ってほしい、あるい
は点検してほしいという、いわゆる契約書に関する
業務。 3 番目としては、契約中の海外企業との間で
トラブルになってしまった場合に、問題点を整理し
て道筋をつける助言。費用についても、中小企業の
方が利用しやすいようわかりやすい料金体系とし、
初回相談30分間無料、そのあとは１0時間までは30分
ごとに一律 １ 万 5 百円となります。１0時間までとい
う設定は、契約書の作成・点検や、トラブル時の初
期段階での課題整理等の対応をするための最低限の
時間を確保しつつ、海外展開支援弁護士に過度の負
担をかけないようにする趣旨です。１0時間を超える
場合は、各弁護士と任意の契約ということになり、
まずは各弁護士の必要性と有用性を実感していただ
いて継続利用するなら続けて利用していただければ
いいという建て付けです。なお、現在はまだパイロッ
ト事業の段階で、対応可能な弁護士の所在する地域
は、東京、神奈川、愛知、大阪、福岡の 5 都府県です。

【柳楽編集長】　今のところ動いている制度の仕組み
としては、中小企業の方が中小企業支援団体のとこ
ろに相談にいって、
そこで相談に当った
アドバイザーの方
が、これは弁護士に
相談した方がいいと
判断した上で制度を
紹介しているという
流れになっています
ね。だから弁護士に
相談するべきかどう
かを判断するアンテ

＊ウェブサイト：http://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/support.html
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座談会

ナの部分はそのアドバイザーに依存しているという
形ですよね。そこで弁護士ではない方が、これは本
当に弁護士マターだと気づくかどうかが １ つ懸念事
項なのではないかという気がするのですが。

【土森氏】　中小企業の海外展開支援を行っている関
連諸団体にヒアリングを行った際、中小企業の方が
相談に来る際には、法律問題を法律問題だと認識し
て相談にくるわけではなく、販路開拓や工場の立ち
上げ、現地労働者の雇用といった海外展開に関する
様々な相談の中に、法律問題として弁護士が対応し
た方がよいものが混在していることがわかりまし
た。そこで、現時点での日弁連としての対応許容能
力を考慮し、まずは中小企業の方が海外展開すると
き相談にいく中小企業支援団体と提携して、当該団
体のアドバイザーによるスクリーニングを経て法律
問題をピックアップしようという発想でこの制度を
つくりました。しかし、実際にやってみると、中小
企業の海外展開のプロセスの中に、弁護士のチェッ
クを受けるという発想をアドバイザーの方々が必ず
しも強くもっているとはかぎらず、そのままスルー
してしまうこともあるというのが現状と思われます。

【柳楽編集長】　そうなんですよ。この建て付けで行
くなら、アドバイザーの法的なリスク感度を上げて
いくことは必須だと思います。

【土森氏】　現在、利用件数を増加させるためにいろ
いろな取組を行っていますが、アドバイザーの方に、
実はこういうトラブルがあるのですと具体的な法的
リスクにつき理解を深める活動にも取り組んでいま
す。

【武藤氏】　アドバイ
ザーからの紹介だけ
ではなく、弁護士か
らの紹介もいいこと
にしました。たとえ
ば国内業務に特化さ
れている先生が依頼
者から海外案件の相
談を受けたとき、そ
のときだけ日弁連の
制度を依頼者に紹介
するということもOKにしています。

【吉崎氏】　ある弁護士から、「お客さんに海外案件
があるが相談するところがないのでどうしたらいい
か？」ということでこの制度を活用することもあり
ます。

【土森氏】　実際の問い合わせの中には、ウェブサイ

ト制作等を行う会社が、海外での取引に関する契約
書を見て欲しいという内容のものもありましたが、
これをまずはジェトロに行きなさいと言うのは酷だ
なと感じました。このような内容のものは、提携し
ている中小企業支援団体を通さずとも、弁護士から
の紹介という形で本制度を利用できるようにしてい
ます。

【出井幹事長】　この紹介制度に担当弁護士として参
加するにはどうすればいいのですか？

【土森氏】　現在のところ、日弁連で一定の資格要件、
具体的には、原則として国際的な企業法務、取引法
務の経験が 3 年以上あり、海外留学、海外執務経験
か、一般的な海外ロースクールに留学可能な外国語
能力を有している、という条件を示した上で、パイ
ロット事業を行っている、東京、神奈川、愛知、大
阪、福岡の弁護士会にこの要件を満たす弁護士の推
薦を依頼し、各単位会から推薦をいただいた弁護士
を登録しております。現在全体で80人くらいいらっ
しゃいます。今後、パイロット事業の推移を見て、
新たに推薦を受けたり、対象地域を広げるなど、参
加者を増やしていければと考えております。

〈最後に〉

【出井幹事長】　それでは最後にお一人ずつ今日の座
談会の感想あるいは今後の弁護士の海外展開につい
て一言ずついただきたいと思います。

【土森氏】　日本の企業には優れた人材がたくさんい
て、もっと世界で活躍できるのに、言語の壁があっ
て活躍できていないと感じています。１0年後か20年
後くらいはインドから東南アジア、東アジアが一大
市場となって、その中で生きていく日本企業となっ
ていかなければ日本も衰退してしまう。まだ始まっ
たばかりのこの制度を発展させて、中小企業の海外
進出のときには弁護士が水先案内人としてサポート
し、中小企業がその力を存分に発揮するための役に
たっていきたいと思っています。

【吉崎氏】　よくアジアに出張しますが日本に戻ると
「緩やかな衰退かせいぜい現状維持」という状況の
進行を実感します。中小企業は日本にいるだけでは
間違いなく「風呂からお湯がゆっくり減っている」
わけで、海外に活路を見出さないと日本経済も地方
経済も衰退してしまいます。弁護士がこの一大テー
マをサポートするチャンスや社会的ニーズが大いに
あると思います。

【藤本氏】　私もまた吉崎先生と同じような感想です
が、日本はGDPでついこの間まで 2 位だったけど
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3 位になってしまったのでこれから沈んでいくと、
特に 2 位になった中国の論調を読んでいると強く見
るわけです。私は今36歳で人生まだ半分も駆けてな
いところで、そんな勝手に他人に沈んでいく人生と
か沈んでいく国とか決めてもらいたくもないわけで
す。景気というのは気分の問題もだいぶあると思い
ますのでみんなが沈む必要はないです。弁護士から
明るくしていけばいいのではと。中小企業というの
は経営者がトップダウンで決めているところも大き
いですが、まさにジェネラルカウンセル的な地位に
つく弁護士から明るく楽しくして企業を支えていく
ことの積み重ねでこの国が明るく前向きになれば、
政治を弁護士から動かしていくことになる。その力
の一部になれたらいいなと思います。

【生田氏】　根本的な意識改革が必要だと思います。
日本企業がこぞってEUに進出していたあの当時は
お金があって銀行が貸したいと、借りて下さいとい
う時代でした。日本の弁護士さんも一億人以上の日
本のマーケットが大きかったのでそれまで内向き
だったと思います。弁護士も外国に目を向ける必要
がなかったのです。でも今は、外向きに変えないと
変えられないまま衰退に入ります。ヨーロッパもそ
うです。日本はそういう風になって欲しくない。契
約書のチェックや紛争に受動的に関与するのではな
く、契約の交渉を弁護士がやらなければならないと
思います。交渉の中に入っていかなければならない
と思います。日本の企業の為に最善を尽くして、交
渉力を向こうと同じレベルにするためには日本の弁
護士が必ずつく状況をつくらなければいけないです
し、企業の方に早くわかっていただかないといけな
いと思います。それができるのは日本の弁護士だけ
だと思うので、ぜひそうなってほしいと願っていま
す。

【武藤氏】　今の話をさまざまな人々に聞いてもらっ
たら、弁護士はここまで考えてやっているんだとい
う熱意が伝わって非常に良いと思いますね。中長期

的には、人材の育成と、専門的な人材と知識をネッ
トワーク化していくことが、実は一番大事なのでは
ないかと思います。それができれば正式の紹介制度
がなくても自然と対応できるはずなんですね。つま
り、国内にはこれだけ中小企業に寄り添っている先
生方が沢山いるので、その先生方が自信を持って「俺
は海外に強い仲間を知っているよ、海外との取引が
あったら社長いつでも知らせてね」とでも言ってお
けば、そういう案件があるときに相談がきて、それ
をその相手国に詳しい知り合いにつないで相談に
乗ってもらう、ということが自然とできるわけです。
現在パイロット事業をしている海外展開支援弁護士
紹介制度は、そうした場ができるまでのトライアル
というか、緊急避難的措置という意味もあると思い
ます。そして、一番大事な人と人のネットワーク、
人のつながりを作りお互いに切磋琢磨し、情報を共
有して勉強していく。あるいは誰が何をしているか
を知るというのは、日弁連という組織のとても得意
な分野じゃないですか。日弁連の、一人一人のやっ
ていることをまとめて １ つの動きにしていく力とい
うのはすごいものがあると思います。ただ今までは、
中小企業支援という切り口はあったものの、海外や
渉外業務といった切り口でやっていなかった。そう
いうのは外国語ができる一部の弁護士がやっている
ことだという意識があったのかもしれないと思いま
す。しかし、今はそれが一部だけのことじゃない、
そういう時代ではないということは間違いありませ
ん。そういった意識を持って日弁連の中の恒常的な
活動につなげてゆければと期待していますし、その
点を執行部は非常に理解してくれているので、我々
中堅・若手はそれに乗っかって思う存分やってゆけ
ばいいのではないかと思っています。

【出井幹事長】　本日は長時間ありがとうございまし
た。

 （平成24年１0月１8日　於霞が関弁護士会館）
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主
党　
（
宮
城
１
区
）

穀
田　

恵
二　

共
産
党　
（
京
都
１
区
）

後
藤　
　

斎　

民
主
党　
（
山
梨
３
区
）

後
藤
田
正
純　

自
民
党　
（
徳
島
３
区
）

小
林　

鷹
之　

自
民
党　
（
千
葉
２
区
）

今
野　

智
博　

自
民
党　
（
埼
玉
１１
区
）

斉
藤　

鉄
夫　

公
明
党　
（
比
例
中
国
）

坂
本　

哲
志　

自
民
党　
（
熊
本
３
区
）

桜
内　

文
城　
日
本
維
新
の
会　
（
愛
媛
４
区
）

左
藤　
　

章　

自
民
党　
（
大
阪
２
区
）

佐
藤　

茂
樹　

公
明
党　
（
大
阪
３
区
）

椎
名　
　

毅　
み
ん
な
の
党　
（
神
奈
川
９
区
）

塩
川　

鉄
也　

共
産
党　
（
比
例
北
関
東
）

塩
崎　

恭
久　

自
民
党　
（
愛
媛
１
区
）

塩
谷　
　

立　

自
民
党　
（
静
岡
８
区
）

階　
　
　

猛　

民
主
党　
（
岩
手
１
区
）

柴
山　

昌
彦　

自
民
党　
（
埼
玉
８
区
）

下
村　

博
文　

自
民
党　
（
東
京
１１
区
）

菅　
　

義
偉　

自
民
党　
（
神
奈
川
２
区
）

園
田　

博
之　
日
本
維
新
の
会　
（
熊
本
４
区
）

高
市　

早
苗　

自
民
党　
（
奈
良
２
区
）

高
木
美
智
代　

公
明
党　
（
比
例
東
京
）

高
木　

陽
介　

公
明
党　
（
比
例
東
京
）

高
橋
千
鶴
子　

共
産
党　
（
比
例
東
北
）

竹
内　
　

譲　

公
明
党　
（
比
例
近
畿
）

棚
橋　

泰
文　

自
民
党　
（
岐
阜
２
区
）

谷　
　

公
一　

自
民
党　
（
兵
庫
５
区
）

谷
垣　

禎
一　

自
民
党　
（
京
都
５
区
）

谷
畑　
　

孝　
日
本
維
新
の
会　
（
大
阪
１4
区
）

田
村　

憲
久　

自
民
党　
（
三
重
４
区
）

津
島　
　

淳　

自
民
党　
（
青
森
１
区
）

辻
元　

清
美　

民
主
党　
（
大
阪
１0
区
）

津
村　

啓
介　

民
主
党　
（
岡
山
２
区
）

寺
田　
　

稔　

自
民
党　
（
広
島
５
区
）

照
屋　

寛
徳　

社
民
党　
（
沖
縄
２
区
）

土
井　
　

亨　

自
民
党　
（
宮
城
１
区
）

遠
山　

清
彦　

公
明
党　
（
比
例
九
州
）

渡
嘉
敷
奈
緒
美　

自
民
党　
（
大
阪
７
区
）

富
田　

茂
之　

公
明
党　
（
比
例
南
関
東
）

長
島　

忠
美　

自
民
党　
（
新
潟
５
区
）

長
妻　
　

昭　

民
主
党　
（
東
京
７
区
）

中
野　

洋
昌　

公
明
党　
（
兵
庫
８
区
）

中
山　

泰
秀　

自
民
党　
（
大
阪
４
区
）

西
村　

明
宏　

自
民
党　
（
宮
城
３
区
）

根
本　
　

匠　

自
民
党　
（
福
島
２
区
）

野
田　

聖
子　

自
民
党　
（
岐
阜
１
区
）

野
田　
　

毅　

自
民
党　
（
熊
本
２
区
）

馳　
　
　

浩　

自
民
党　
（
石
川
１
区
）

鳩
山　

邦
夫　

無
所
属　
（
福
岡
６
区
）

浜
地　

雅
一　

公
明
党　
（
比
例
九
州
）

林
田　
　

彪　

自
民
党　
（
比
例
九
州
）

原
田　

義
昭　

自
民
党　
（
福
岡
５
区
）

平
沢　

勝
栄　

自
民
党　
（
東
京
１7
区
）

平
沼　

赳
夫　
日
本
維
新
の
会　
（
岡
山
３
区
）

藤
原　
　

崇　

自
民
党　
（
岩
手
４
区
）

古
川　

元
久　

民
主
党　
（
愛
知
２
区
）

古
屋　

範
子　

公
明
党　
（
比
例
南
関
東
）

細
野　

豪
志　

民
主
党　
（
静
岡
５
区
）

前
原　

誠
司　

民
主
党　
（
京
都
２
区
）

牧
原　

秀
樹　

自
民
党　
（
埼
玉
５
区
）

桝
屋　

敬
悟　

公
明
党　
（
比
例
中
国
）

松
浪　

健
太　
日
本
維
新
の
会　
（
大
阪
１0
区
）

松
野　

頼
久　
日
本
維
新
の
会　
（
熊
本
１
区
）

三
谷　

英
弘　
み
ん
な
の
党　
（
東
京
５
区
）

三
ツ
矢
憲
生　

自
民
党　
（
三
重
５
区
）

三
原　

朝
彦　

自
民
党　
（
福
岡
９
区
）

宮
崎　

政
久　

自
民
党　
（
沖
縄
２
区
）

宮
本　

岳
志　

共
産
党　
（
比
例
近
畿
）

望
月　

義
夫　

自
民
党　
（
静
岡
４
区
）

茂
木　

敏
充　

自
民
党　
（
栃
木
５
区
）

森　
　

英
介　

自
民
党　
（
千
葉
１１
区
）

保
岡　

興
治　

自
民
党　
（
鹿
児
島
１
区
）

山
下　

貴
司　

自
民
党　
（
岡
山
２
区
）

山
本　

幸
三　

自
民
党　
（
福
岡
１0
区
）

山
本　

有
二　

自
民
党　
（
高
知
３
区
）

横
路　

孝
弘　

民
主
党　
（
北
海
道
１
区
）

吉
川　
　

元　

社
民
党　
（
大
分
２
区
）

吉
田　
　

泉　

民
主
党　
（
福
島
５
区
）

吉
野　

正
芳　

自
民
党　
（
比
例
中
国
）

若
井　

康
彦　

民
主
党　
（
千
葉
１3
区
）

鷲
尾
英
一
郎　

民
主
党　
（
新
潟
２
区
）

渡
辺　
　

周　

民
主
党　
（
静
岡
６
区
）

渡
辺　

喜
美　
み
ん
な
の
党　
（
栃
木
３
区
）

�

（
敬
称
略
・
五
十
音
順
）
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安田　寿朗支部長

藤本　卓司事務局長

支部報告ⅩⅢ
鳥取県支部　これからの活動をご期待下さい

奈良支部　若手会員の加入をめざして

鳥取県支部長　安田　寿朗

奈良支部　事務局長　藤本　卓司

　中国 5 県の最後の支部として、一昨年の １ 月 8 日に設立した。現在、単位弁護士会
員57名中１９名が我が支部に属しているが、これまでさしたる活動をしてこなかった。
昨年以来、日本の政治・経済は、激動、混迷の渦に巻き込まれている。司法が担わな
ければならない課題も噴出・山積している。TPP、秘密保全法制、ハーグ条約の批准、
少年身柄事件全件国選付添人制度、取調べの全面的可視化、犯罪被害者の権利、国内
人権機関の設置、そして法曹人口、修習生の給費制など、どれひとつとっても重大な
政治課題であり、国会議員など政治家の理解を深める必要がある。昨年 6 月の支部総
会では、これらの課題が検討され、①選挙時の議員候補者の推薦については、とりあ
えず弁政連本部の推薦基準に準拠して行う、②国会議員との懇談の機会を設けること
に加え、③弁護士の地域における役割を理解してもらうために商工会議所との懇談会
も検討する、という方針を決めた。以上の方針は未着手だが、あわてず、あせらず、
着実に実行していきたい。

　奈良では、今後の弁政連支部の活動についてどのような方向性が考えられるのか具
体的イメージをつくることがなかなかできませんでした。
　奈良弁護士会の会員構成において、登録後１0年未満の若い会員が多数を占めること
を反映して若手会員の弁政連に対する関心が必ずしも高いとはいえず、若手会員の参
加を促して支部の規模を拡大することが課題となっております。
　そこで、政治家に働きかける等の具体的活動の前に若い会員に積極的に弁政連の活
動に参加してもらうには具体的にどのような活動をしたらよいかが問題となります。
　こうした問題意識から平成24年 7 月 3 日に今後の活動について会員による全員協議
会を開催しました。
　そこで出された案は、奈良県内の地方議会の議員を対象に公職選挙法の勉強会を開
くこととし、その準備として弁護士側の態勢をつくるために、主に若手弁護士を対象
とする公職選挙法の研修会を弁護士会内部で行うこととなりました。これは若手弁護

士のスキルアップを行いながら、若手会員の弁政連への関心をもってもらい政界との関係を密にしていくとい
う一石三鳥を目指す企画です。
　速やかに研修会を行い、来年度には地方議会の議員を対象に公職選挙法の勉強会を行いたいと考えています。

　平成24年１１月2１日、弁政連主催による公明党と日弁
連の朝食会が、ホテルニューオータニで開催された。
衆議院解散直後、選挙公示前という時期であったにも
かかわらず、公明党からは１2名の国会議員（前衆議院
議員の方を含む）の方々にご参加をいただいた。日弁
連から、法曹養成問題、原子力損害賠償問題を含む災
害復興問題、取調べ可視化問題を中心に、日弁連が掲
げる政策の説明と立法措置等についての協力要請がな
され、各課題について議員の方々からご意見をいただ
いた。選挙後の政治枠組みのいかんを問わず、これら
重要課題について、引き続きご協力をいただくことを
お願いした。 （本部幹事長　出井直樹）

公明党との朝食会
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横路孝弘衆議院議長との懇談会
　10月10日、衆議院議長公邸において、横路孝弘衆議院議長との懇談会が開かれました。懇談会には、髙崎暢日弁

連副会長、二瓶茂同事務次長他 7名の弁護士が出席しました。横路衆議院議長は、冒頭のご講演で「無辜の人を助

けたいと思い弁護士を志した。」「政治は正義の実現が重

要と考え、議員立法の充実や障がい者関連法改正などに

力を入れて取り組んだ。」「人口減少社会に対応する税と

福祉が必要である。」「サービス産業の増加に対応したシ

ステム設計が必要である。」など、ご自身の理念と具体的

な政策論を述べられました。また、「弁護士会の意見を積

極的に採用したい。」と述べられ、ご講演後も、法曹養成

等について活発な意見交換がなされました。

� （企画委員会副委員長　関口慶太）

岸本周平衆議院議員との朝食会
　11月1５日、岸本周平衆議院議員（民主党／経済産業大臣政務官兼内閣府大臣政務官）との懇談会が開かれました。

弁政連から、平山理事長、尾崎企画委員長、和歌山支部有田幹事長他計17名の弁護士が出席しました。岸本議員は、「日

本では、政治家自身がロビイストとして動く傾向があります。」「財務省・経済産業省課長、トヨタ自動車勤務とい

う経験から、既得権益打破・政治文化変革には政権交代が必要であると考え、政治家になりました。」「民主党は様々

な政策を実現しましたが、『３0年経過した外交文書を原則公

開とするルール』を導入したことは、官僚文化に変化を及
ぼしました。」「選挙後は、連立の流れから政界再編が行わ

れる可能性があります。」と述べられました。弁護士の職域

拡大に関する質問に対しては、「トヨタ自動車勤務の経験か

らも、社会変革のためには専門職の流動性を高める政策を

実現する必要があると考えています。」と述べられました。

� （企画委員会副委員長　関口慶太）

本部人事について
角山　正
副理事長
仙台弁護士会
平成19年度　仙台弁護士会会長
平成20年度　日弁連副会長

※渡辺耕太会員（大分県）が平成2４年 9 月1４日理事に就任
　松田健太郎理事（大分県）が平成2４年 9 月1４日辞任

※鹿野哲義理事、犬飼健郎理事（仙台）に代わり、新里宏二会
　員、真田昌行会員（仙台）が平成2４年11月1６日理事に就任

支部人事について
大分県支部

　松田健太郎事務局長が辞任し、後任に渡辺耕太会員が就任
仙台支部

　支部長　角山　正　　副支部長　新里宏二、真田昌行　　幹事長　山谷澄雄

政権交代－政治が大きく動きます。弁政連ニュースもタイムリーに対応します。（いいだ）
いろいろな意味で新しい年にしたいものです。（いでい）
今回の海外展開支援の取組みもそうですが、弁護士のサービスについて「ニーズ」と供給を結びつけるのは容易なこ

とではないと日々実感しています。今は「供給量」の問題よりもむしろマッチング策の不足のほうが深刻な問題だと思っています。（なぎら）
平成24年は激動の年でした。平成25年が充実した年となりますように。（おがわ）

編集後記
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